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Part 1 では、非営利セクターが注目される社会経済的背景、および本論文の分析視点を整理した後 CCh. 1 )、営
利企業や政府・公共部門と並んで、民間非営利組織が存在するのはなぜか、またどのような経済的意味があるかを、
主に市場および政府の失敗の観点から説明した CCh. 2 )。また、日本の非営利セクターのマクロ的な規模と産業構
造の特徴を、筆者が参画した国際比較研究プロジェクトの成果を踏まえて分析し、日本の非営利セクターの有給雇用
者が総雇用に占める比率は先進諸国の中でも低いものの、雇用成長率は比較的高いこと、収入に占める民間寄付の比




機会費用である賃金の減少関数であるとともに、所得の増加関数であることを検証した CCh. 5 )。さらに、民間企
業のフイランソロビー活動について、実証的に分析するとともに、営利組織が直接的な利益に結びつかない社会貢献
活動を行う意味を考察した CCh. 6) 。
Partill では、経済主体としての非営利組織について検討した。まず、組織体としての NPO の活動目的や行動様式
が営利企業とどう違うか、ミクロ経済学の視点から理論的に分析した CCh. 7)。次に、フイランソロビーの専門的



















は非営利組織 (Nonprofi t Organiza tion) が近年注目されている。本論文は、そうした新たな経済主体の経済的役
割をフィールド調査と計量経済学的分析により明らかにし、その結果を踏まえて制度改革の必要性をも提示した包括
的な非営利セクター研究と位置づけられる。
論文は 4 部構成となっており、第一部では民間非営利部門の公共経済学的位置づけを試みた後に、著者自身が行っ
たその実態調査を踏まえて、日本における非営利セクターの経済規模、雇用者数、収入状況を明らかにし、先進諸国
と比べると規模的にはまだ小さいものの増加率はかなり大きいこと、また寄付収入の低いことを指摘した。第三部で
は、個人と企業の社会貢献活動を理論および実証的に分析し、特に注目すべき点としては、ボランティア参加率が賃
金の減少関数、所得の増加関数となることを明らかにした。
第三部では、 NPO の行動原理を経済モデルとして定式化することを試みた点が当該分野における研究への大きな
貢献であり、後半ではさらに民間病院や私立学校の実態からそのモデルの妥当性を検討した。第四部では、税制が個
人や企業の寄付に与える影響を実際のデータから実証的に分析し、寄付に対する優遇税制の拡充が寄付を増加させる
可能性を示唆した。
当該研究領域はまだ学問的に未成熟であるが、著者は経済学的アプローチでその行動原理を理論・実証の両面から
明らかにしようと試みた。分析レベルにおいてやや物足りない章も見られるが、データの利用可能性の低さから見れ
ば、日本初の包括的研究として高く評価できる。よって、本論文は博士(国際公共政策)に十分値するものと判断さ
れるo
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